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公共政策と人口成長・経済成長’）

比佐（小野）章一

要旨：　本稿は，課税政策及び公共投資政策が，人口成長と経済成長に与える効

果を明らかにすることを目的としている．人的資本も含めた資本の収益率が十分

低いと，一人当り資本水準は一定になり，一人当りでみた経済成長は止まる．こ

の状況で，人口増加抑制を目的とした出生数に対する課税を実施すると，一人当

り消費水準は増加する．さらに一括税も同様に，人口増加抑制政策の効果をもつ．

しかしながらこのような政策では永続的な経済成長は起こらない．そうしたケー

スでは，政府が資本の収益率を上昇させる政策を実施することにより，永続的な

経済成長を続けることが可能となる．本稿ではその一例として，社会資本につい

ての考察を行う．

1　はじめに

　本稿では，課税政策及び公共投資政策が，一人口成長と経済成長に与える効果を

明らかにする．また，人口増加によって一人当り所得及び消費水準が一定の値に

収東する状況を「マルサスの罠」とよぶことにし，人口増加による経済停滞に直

面し，持続的な経済成長を必要としている発展途上国に対する理論的考察を行う．

　これまでの研究でも，人口成長と経済成長との関係について，数多くの議論が

なされてきた．その中には，政策について論じたものもいくつか存在する．しか

し，発展途上国の中には，中国の「一人っ子政策」などをはじめ，人口増加抑制

政策を実施している国が存在するにもかかわらず，人口と課税政策との関係につ

いて詳しく論じた論文は，ほとんどなかったといえる．本稿では，そうした点も

ふまえ，課税政策を含めた，政策と人口及び経済成長との関係を詳しく論じる．

689



（126）　　　一橋論叢　第125巻　第6号　平成13年（2001年〕6月号

そして一括税や，出生抑制を目的とした税金，及びその他の課税政策が経済に与

える影響を考察する．さらに資本の収益率を増加させる政策（本稿では社会資本

投資を取り上げた）が，人口増加による経済停滞には有効であることを論じる．

　発展途上国では，高い出生率による経済停滞を経験している．そのため第二次

世界大戦後，多くの発展途上国で，家族計画などの人口増加抑制政策が実施され

た．特に中国では「一人っ子政策」を実施し，政府の許可なくして出生を行った

場合，罰金などの形式で経済的な負担を強い，それにより人口増加を抑制しよう

としている．「一人っ子政策」に関する分析については，いくつかの実証研究が

なされている．そしてクロスセクションでの実証研究（例えぱSchultz　and

Zeng（1995）などを参照）では，出生抑制効果が認められている一方，タイム

シリーズの実証研究（Scotese　and　Wang（1995）など）では，短期的には出生

に影響を与えるが，長期的には出生に影響を与えないという結果がだされている．

本稿ではそうした研究成果を参考にし，理論的な考察を行った．そして罰金のよ

うな，子供にかかる費用を人為的に引き上げる政策が，なぜ長期的には有効でな

いのかを示すとともに，一括税による出生への効果との比較することで明らかに

する．

　一方，人口成長率と経済成長との関する先行研究として代表的な論文に，

Becker，Murphy　and　Tamura（1990）やPalivos（1995）などがある．Becker

etal（1990）は，資本（特に人的資本）の収益性が十分低いことが原因で，人口

増加による経済停滞が生じるとした．これは資本の収益率が低い状況では，子供

に人的資本を投資せずに，むしろ出生数を増やすことを選択するためである．そ

して途上国における高出生力と経済の停滞，及び先進国の低出生力と持続的な経

済成長を説明した．またPalivos（1995）も同様の議論をしつつ，高い税率や不

充分な社会資本・政治的不安定といった政策面から，貧困の罠に陥る可能性があ

ることを指摘した．これらの論文は，人口成長と経済成長との関係を経済学的に

分析した点と，政府の政策ミスによって人口増加による経済停滞が引き起こされ

る可能性を指摘した点で，大変有意義なものであった．しかし政府が行う政策

（特に課税政策）が出生や所得などにどのような影響を与えるかについては，議
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論の余地が残されているといえる．なぜなら，多くの途上国政府は，人口増加を

抑制したり，経済を発展させることで国民の生活を改善しようとするであろうし，

またそうした政策を行う際に海外の援助が期待できない国々では，国民への課税

によって経済開発を行おうとすると考えられるからである1本稿ではそうした

国々の政策に焦点を当てて議論を進める．

　他方，政府が社会資本投資を行うことによって経済発展を促すとする，政府に

よる「ビック・プッシュ」について考察した論文に，Murphy，Shleifer　and　Vish－

ny（1989）などがある．この論文は，政府が鉄道・電力・道路及び空港などの

社会資本整備を積極的に行うことにより，経済が停滞している状態から，永続的

な経済成長が続くケースが起こり得ることを理論的に示した．またBarro

（1990）やBarro　and　Sala－I－Martin（1992）などは，社会資本整備を公共財と

考え，経済成長論の立場から，政府が行うべき最適な税率と公共財供給とについ

て考察を行っている．本稿ではBarro　and　Sala－I－Martin（1992）をもとに，人

口成長と政府による「ビッグ・プッシュ」との関係と，最適な課税政策及び公共

財供給について議論を行う．

　以下ではまず，第2節でモデルの説明を行う．そして第3．1節のおいて，政府

による課税政策が経済に与える影響について論じていく．この節では，政府によ

る公共財供給が少ない場合，人口増加による経済停滞が起こることを示す．また

そうした状況で，出生を抑制する目的で出生数に対する税金や一括税などの課税

政策を行った場合，定常均衡における一人当り資本水準及び消費水準が上昇する

が，しかし人口増加による経済停滞から抜け出すことはできないことを論じる．

　続く第3．2節では，経済停滞から抜け出すための政策の一例として，公共財供

給について論じる．そして人口増加による経済停滞に直面している場合でも，政

府による「ビッグ・プッシュ」により，経済成長を続けることが可能であること

を示す．以上が本稿の主な内容である．

2　モデルの説明

まず生産部門は，Barro　and　Sala－I－Martin（1992）と同様に，Rebelo
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（128）　　　一橋論叢　第125巻　第6号　平成13年（2001年〕6月号

（1991）のAKモデルを採用する．

　　　　　　　　　　　　　ル〕＝λΦ（如〕／ル〕）伽〕　　　　　　　　　　　　　（1〕

ル〕，為o，は1人当りの生産量及び資本量である．または一人当りに対する公共

財支出であり，道路や鉄道，発電所や空港などの公共サービスである．またそう

した公共サービスは混雑現象を引き起こすため，一人当り所得量の増加に伴いそ

のサービスが減少すると考える．さらには次の性質を満たしていると仮定する．

　　　　　Φ㈹〕＝Φo，Φ’〉O，Φ”＜O　　　　　（Φoは正で，一定〕

生産関数はl1〕式からも明らかなように，生産技術は1人当り資本に対して収穫一

定である．また冶ωは物的資本のみならず人的資本も含むと考える．

　次に代表的個人は無限期問の効用最大化を行い，完全予見のもとで次の最大

化2）をする．

燃，∫；（舳1州’一切（一ρf）／（1一σ）∂川・β・1…σ・1・ρ・・

∫．左　ん〕＝（1一り）λΦ伽〕一（1＋τ。）cω一〃ω（伽〕十∫十τπ〕一τ，ζω，〃ω，伽，〉o

ここでは，Barro　and　Sa1a－I－Martin（1995）のモデルを採用する．σω，〃ωは

1人当りの消費量と出生数である．また左は1人当りの資本増加量である3〕．な

おこのモデルでは個人の死亡を考えず，舳は人口成長率と等しくなる．∫は子

供1人当りにかかる養育費用であり，一定かつ正の値をとる．またり，花，τ蜆，

τはそれぞれ，個人に課せられる所得税，消費税，出生数に対する税，及び一括

税であり，簡単化のために一定とする．出生数に対する税は，政府が子供にかか

る費用を増加させることで出生を減少させ，人口増加を抑制するために実施する．

　時間選好率ρは，λΦ〉ρを，また一括税はO≦τ仙o〕という条件を満たしている

ものとする．さらに各家計はそれぞれ小規模であり，Φ，τ。，τ。，τ及びΦを所

与として行動する．そしてはじめに政府は公共財供給を行わないと仮定する（す

なわちΦ＝Φo）．

こうした条件を考慮すると，最適条件は次のようになる．

　　　　　　　　　　βq　o即■σ＝■1ηωo■β〕〔1■σ〕＝（1＋τo）吸o　　　　　　　　　　　　（2〕

　　　　　　　（1一β〕α’〕βo一σ〕〃ωu■β）o■σ〕■1：qω（局｛〕十∫十τ蜆）　　　　　　　｛3）

　　　　　　　　　　　づ＝鰍止〕（ρ十仏’〕一（1一⑰）λΦo）　　　　　　　　　　　ω
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また横断条件は，1imσω局三〕exp（一ρ’）＝Oとなる．さらに（2〕，（3〕式より，

　　　　　　　　±一冊

　　　　　　　　　（1＋τ。）～〕：β〃ω（伽〕十！十τ冊）／（1一β〕　　　　　　　（5〕

となる．この（5〕式を，予算制約式及び12〕式に代入し，さらに（2〕，13）式と14〕式を考

慮すると，次の式になる．

　　　　　　　左＝（1一り）λΦo伽〕一τ一〃ω（局、〕十∫十τ、）／（1一β）　　　　　　（6）

　　　　σ劣／伽〕＝（1一⑭）λΦr伽rρ一（1一β（1一σ））石／（局、〕十1＋τ蜆）　（7〕

3　モデル分析

　3．1マルサスの罠における課税効果

　それでは，課税はどのような効果をもつのであろうか．以下ではまず，政府が

徴収した税金は家計に還元しない状況（すなわちg＝0〕で，その効果を考察す

る．

　このモデルでは，人的資本も含めた資本の収益率が低い場合，マルサスの罠に

陥る．具体的には，パラメータΦがλΦ＜ρ／β（1－o）という条件を満たしてい

る場合である．この場合，1人当りの資本量及び消費量は一定の値に収束する．

仰，左，6の定常均衡解をが，が，〆と表現すると，次のようになる．

　　　　閉＊＝（ユーり）λΦo一ρ

　　　　が＝　［（（1一η）λΦo一ρ）げ十τ、）十（1一β）τ］／（ρ一β（1一り）λΦ。

　　　　（1＋τo）6＃＝βη‡（冶‡十∫十τ冗）／（1一β）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛8〕

またこれらの均衡解は鞍点均衡であり，定常均衡解に収束しない経路は横断条件

を満たしていない一そのため鞍点収束する経路のみが最適解を満たしている．以

上のことから，次の命題がいえる．

命題1：　（1一む）λΦ。＜ρ／βが満たされている茸らぱ（すなわち資本の収益率

が低いケ「スでは），が〉O，が〉O及び〆＞Oを満たす定常均衡解が，唯一存在

する4）．

命題2：　（1一む）λΦ。くρ／βが満たされているならぱ，τ，τ冊が増加すると，定

常均衡における一人当り資本及び消費水準，が，〆も増加する．
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（130）　　　一橋論叢　第125巻　第6号　平成13年（2001年〕6月号

証明）18）式から明らか．

　命題2の結果は，仮に政府が人口抑制政策を行う（τ蜆を増加させる）としても，

それによって長期の人口成長率には影響を与えないとする，Scotese　and　Wa㎎

（1995）の実証研究と整合的な結果となっている．

　命題1の結果になるのは，資本の収益率λΦoが小さいため，家計が物的及び

人的資本に対する投資よりも，現在時点における消費及び出生数を増やす行動を

選択するからである．すなわち将来時点で得られる資本の収益率が低いため，十

分な投資が起こらないことによって生じる．こうしたケースでは図1の結果にな

る．

図1

η（1）

・u［ρ一β⑪一σXl一τ，〕池。1一一一…

φ

J ㍉

’力…O

‘一’…1．O一刎1胸山　　’…’山一＾山　　　庄＝0

〆　一一・一一一一一
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　図1では，（1一β）（ρ一β（1一σ）（1一η）λΦ皿）／σβ＞（1一β）（1一り）λΦoが満たさ

れている．この条件から，（1一り）λΦ。＜ρ／βがいえる．そして，これは資本の

収益率（（1一む）λΦ。〕が時間選好率ρに対して，相対的に低いことを意味してお
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り，この場合劣＝O，左＝Oを満たす〃，冶，すなわちが，が（〉0）が存在する．

　そしてこうした状況から，命題2が導き出される．出生数に対する課税や一括

税を実施すると，出生数が減少するため，定常均衡に収東する過程で人口増加が

抑制され，その結果，定常均衡では，一人当り資本水準及び消費水準が上昇する．

この場合，図2のようになる．

図2（τが増加した場合）

〃（1）

売二〇

［＝〉　　／’

　〔⇒！
　　　’　　　　　　　　庄＝0
　　∠’一一’’
！一’フ

伽〕

た；→片

　はじめに経済が財，κまの均衡状態にあるとする．こうした経済でτだけの一

括税が課せられると，左＝0，6二0を満たす曲線は右方にシフトし，その結果，

収東経路は下方にシフトする．その結果，一括税が課せられた場合，〃（｛）は，

収東過程で〃まをしたまわる経路をとり，人口成長率加は課税前よりも減少する．

このことは瞬時効用関数がc，〃について上級財であるという仮定から導かれる．

　さらに〃（O）が減少することから，c（O）も減少し，その結果，瞬時効用関数の

水準も減少する．このことから，一括税が課せられた場合，効用水準は減少する．
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（132）　　　一橋論叢　第125巻　第6号　平成13年（2001年）6月号

　このことはτ用が増加した場合でも同様に，収東過程で人口成長率は減少するこ

とがいえる．この結果は，Scotese　and　Wa㎎（1995）の実証研究と整合的であ

る．すなわち政策実施後には，人口成長率が抑制されることが示されるが，しか

し最終的には，定常均衡における人口成長率には影響がない．

　そのため，人口抑制を目的とした課税政策（子供にかかる費用を人為的に増加

させる政策）ではマルサスの罠から抜け出すことはできない．なぜならばτ蜆やτ

を政府が操作したとしても，それによって資本の収益率λΦ。や時間選好率ρなど

に影響を与えないからである．

　こうしたことから，政府が課税政策で人口成長を抑制し，それによって一人当

り所得水準を引き上げようとしても，それは本質的な解決にはならない．

　なお生産パラメータλΦがわずかに増加すると，が，が，6‡は増加し，⑭の

増加はが，が，〆を減少させる．また18）式から，τ。が〆を減少させることがわ

かる．

　他方，生産パラメータλΦが（1一⑭）λΦ。≧ρ／βを満たす場含，資本の収益率

が高いため，人々は出生を抑制して資本投資を行うようになり，その結果，図3

のように永続的な経済成長を続ける．

この場合の舳，貞。〕の均斉成長率をθ，人口成長率を肌とすると，

　　θ＝（β（1一り）λΦ一ρ）／σβ，仏＝（1一β）（ρ一β（1一σ）（1一り）λΦ）／σβ（9〕

となる．この場合生産パラメータλΦの増加は，θを増加させ肌を減少させる．

またo逆に，θを減少させ晦を増加させる

　以上のことから，次の結論が導かれる．資本の収益率が低いと，マルサスの罠

に陥る．そしてマルサスの罠に対しては，人口増加抑制を政策目的とするよりは，

むしろ社会資本を増やすことで資本の収益率を増大させ，それによって人々の投

資意欲を促す方がよい．次節ではこのことについて詳しく議論する．

3．2　マルサスの罠における政府の「ビッグ・プッシュ」

以上の議論から，資本の収益率が低いことによって，マルサスの罠に陥ること，
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図3

〃（1）

　　　　　　＾三〇

J
〃＝0

㌧
ザ

一一一→々り

また資本の収益率を増加させる政策の方が，マルサスの罠から抜け出すのに有効

であることがわかった．以下では，その一例として，社会資本を供給するケース

について論じる．

　政府による社会資本供給を扱った代表的研究として，Barro　and　Sala－I－Mar，

tin（1992）がある．この論文では，政府による公共財サービスが資本の限界生

産力を増加させる形で，公共財供給について定式化を行っている．本稿ではそれ

を参考に，さらにマルサスの罠から永続的な成長経路へと移行する，「ビック・

プッシュ」について議論する．社会資本投資と政府による「ビック・プッシュ」

についての議論は，Murphy，et　al、（1989）などによっておこなわれてきた．こ

の論文では，政府が鉄道・電力・道路及び空港などの社会資本整備を積極的に行

うことにより，成長が起こらない経済停滞の状況から，永続的な成長経路へと移

行する可能性を指摘している．本稿では，人口成長率が内生化されているケース

でも，同様の結果が得られることを示し，そして政府による社会資本の供給が重
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要であることを論じる．

　公共財サービスを供給せず（g：O），経済が（1一ら）んΦ＜ρ／βという状況で

は，マルサスの罠に陥ることは，前節でも議論した通りである．ここで政府の予

算制約を，ω・・gとすると，定常均衡は次のようになる．

　　　　　　　　が＝λΦo一ρ，が＝（λΦo一ρ）1／（ρ一β”Φo）

　　　　　　　　c‡＝β閉‡（冶‡十！）／（1一β）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〕’

　この場合，経済は図1の状況にある．こうした場合に，政府が十分な公共財を

供給すると，どのようになるであろうか．本稿ではBarro（1990）やBarro　and

Sala－I－Martin（1992）が指摘した，公共財に混雑現象が存在する場合，一括税

よりも所得税を財源とした方が社会的に好ましいという理由から，所得税を財源

にして公共財を供給すると仮定するケースをとり上げる．

　さらに政府は均衡財政を実施すると仮定する．すると，政府の予算制約式は，

蜘〕＝りル〕となり，Φ＝Φ（馳〕／ル〕）＝Φ（。■〕となる．

　この場合，政府は（1一り）λΦ’㈹一λΦ：τ洲＝Oを満たすりを選択することによっ

て，社会的最適（成長率最大化）条件が満たされる5．これを満たす～，Φを，

それぞれτ主，Φ＊とする．（1－r葦）λΦヰ＞ρ／βとなるとき，成長を続けることが可

能となり，この場合の均斉成長経路は，

　θ＝（β（1一τ葦）λΦ＃一ρ〕／σβ，晦：（1一β）（ρ一β（1一σ）（1一τ葦）λΦつ／σβ｛9〕’

である．つまり政府が社会資本を増加させるならぱ，マルサスの罠から抜け出し，

経済は成長を続けることが可能となる．

4　終わりに

　経済がマルサスの罠に陥っている場合，出生数に対する課税や一括税によって，

人口増加が抑制され，その結果，定常均衡における1人当り消費量は増加する．

しかしこうした人口抑制政策は，資本の収益率には影響を与えない為，マルサス

の罠から抜け出せない．

　そのため，マルサスの罠に陥っている場合，資本の収益率を増加させる政策の

方が，好ましい．本稿では，その一例として鉄道や道路，発電所などの公共財を
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増加させる社会資本投資について論じた．そしてそのような政策が，マルサスの

罠においても政府による「ビック・プッシュ」の可能性があることを明らかにし

た．

　人口抑制政策は短期的には人口増加を抑制するが，それは一括税でも同様の効

果がある．しかもそれは家計の効用水準を減少させることで達成されている．ま

た，そのような政策は，資本の収益率を改善するわけではないので，長期的には

有効でない．そのため，子供にかかる費用を増加させる人口抑制政策よりも，人

的資本も含めた資本の収益率を増加させる政策の方が，発展途上国経済にとって

も有効といえる．

ユ）本稿は，鶉田忠彦氏，浅子和美氏，中村勝克氏をはじめとする先生方をはじ

　め，多くの方々から大変貴重なコメントを頂いた．またレフェリーの先生方に

　も，本稿に対し適切な指摘をいただいた．本稿は，これらの方々の助力により

　出来上がったものであり，感謝の意をいだかずにはいられない．しかしながら

　本稿に関するすべての責任は，筆者である私に帰することはいうまでもない．

2〕なお，この効用関数はミリアン原理（Mi1lian　Princip1e〕による社会厚生関

　数と呼ぱれ，1人当りの効用を最大化させることを目的としている．一方，全

　構成員の効用の総和を最大化させる効用関数は，ベンサム原理（Benthamian

　Principle）の社会厚生関数呼ぱれる．通常，経済成長論では一般に，

∫；1舳），舳w）1一切

　という形式で表現される．批（・，・〕は一人当りの瞬時効用水準であり，また〃

　（丘）は’時点における総人口数である．そしてε＝1の場合，ミリアン原理によ

　る社会厚生関数，ε＝Oの場合，ペンサム原理による社会厚生関数と呼ぱれてい

　る．詳しくはRazinandYuen（1995〕などを参照．

3〕なお以下の議論では，時間に関する微分は上にドットをつけて表記すること

　にする．例えば，伽エの時間に関する一回微分は6，時間に関する二回微分は5と

　表記する．

4）証明は長いので省略するが，ご要望があれぱ著者から送付する．

5）　ここでは公共財をフローとして扱っているので，l1一り〕AΦ（リ〕が最大になる

　場合が，最も好ましいケースとなる．このことについてはBaπo　and　Sala－I－

　Martin。（1992〕，Futagami　et　al．（ユ993）が詳しい議論を行っているので，そ
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